






























































以下、受取の主な項目についてみると、直接税は4兆5,265億円、前年度比8.4%増と61年

度の伸び（4.6%増）を上回った。これは、全体の約4割を占める所得税が1.5%増（6 1年度

5.1%増）と低い伸びにとどまったものの、約3割を占める法人税が、景気回復で企業収益が増大

2 0.5%増と大きく伸びたためである。

間接税は、国税関係では、関税が円高による輸入拡大で19.6%増となったほか、有価証券取引

税がl 1. 9%増となり、府税関係では、法入事業税や不動産取得税が2 0%前後の高い伸びを見せ

たため、2兆3,975億円、前年度に比べ1 0. 3%の増加となった。

これら直接税と間接税をあわせると、6兆9,2 4 0億円となり、受取総額の45.4%を占めてい

したため、
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次に機関別にみると、園出先機関では、直接税が受取総額の3 0. 5%を占めているのに対し、間

接税は8.2%に過ぎない。ところが大阪府では、直接税が22.6%あるのに対し、間接税が49.6 

%と全体の約半分を占めるに至っている。これは、直接税の大半を占める所得税、法人税が国税で

あることと、府税うち法人・個人事業税、不動産取得税などは府民所得統計では間接税に分類され

るためである。

また、府民所得に対する租税負担率〔（直接税＋間接税）／府民所得〕は、税収の伸びが9.0%

増と府民所得の伸び6.1%増を上回ったことから、29. 7%と、6 I年度（ 2 8. 9 % ）より 0.8ポ

2 
イント上昇した。（全国は27. 3 % )

社会保障負担は、2兆6,571億円、前年度比3.6%増となった。このうち、園出先機関が、

兆2,8 01億円と総額の85.8%を占めている。

8,872億円、前年度に比べて3.1 %の増加となった。受取財産所得は、
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支払の主な項目をみると、支払財産所得の約8割が国債の支払利子であるが、6 2年度は1.8 q 

増と低い伸びにとどまったため、総額では1兆5,55 3億円、前年度比1.5%増となった。

社会保障給付は、2兆6,257億円、前年度比5.6%増となった。これも社会保障負担と閉じ信

国出先機関が総額の71. 5%を占めている。これは、厚生年金保険をはじめとする社会保険の多
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が国の事業であることを示している。また、社会保障負担の対給付率（社会保障負担／社会保障給

付）は、 6 1年度の1 0 3. 1よりさらに低下して1 0 1. 2となった。

社会扶助金は、 4,424億円、前年度比 1.7%増となった。これは、社会保障給付とは対照的に、

市町村が総額の約7割を占めているが、園出先機関は2割に足らない。これは、市町村が地域住民

と密着したサービスを展開しており、骨生活保護費の大部分が市町村より支払われるなど、社会保障

給付とは違って、扶・助金の多くが市町村より支払われることを示している。
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